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研究成果の概要（和文）：本研究では、行動コンサルテーションに関する特別支援教育コーディネーター養成プ
ログラムの開発と分析について述べた。本研究では、子どもの課題を解決するスキル（問題解決スキル）と担任
教員と協働するスキル（関係促進スキル）を主に形成した。またそのスキルを駆使したコンサルテーション実践
を行わせた。これらの結果、コンサルテーションスキルの獲得と効果的なコンサルテーション実践が確認され、
本養成プログラムの有効性が示唆された。今後は、コーディネーターのスキルが維持されるようなしかけを含む
養成プログラムの必要性が示された。

研究成果の概要（英文）：This study describes the development and analysis of behavioral consultation
 education and training program for Special Support Educational Coordinators. The coordinators were 
trained in consultation skills, including problem solving skills and interpersonal skills and they 
provided behavioral consultation in their school. The results showed the effectiveness of the 
training program and verified the acquisition and effective implementation of consultation skills. 
We conclude that future training programs that include systems for maintaining the coordinator’s 
skills are necessary. 

研究分野：特別支援教育

キーワード： 特別支援教育コーディネーター　行動コンサルテーション　問題解決スキル　関係促進スキル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、特別支援教育コーディネーターに必要とされる行動コンサルテーションスキルについて、スキルが
獲得される度合いに応じた段階的介入の有効性が示唆された。また、子どもの課題を解決するスキル（問題解決
スキル）と担任教員と協働するスキル（関係促進スキル）の双方が獲得・維持されるという、我が国ならではの
コンサルテーションの必要性について、実証的に検証した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

全国的に指名されている特別支援教育コーディネーター（以下、Co）には様々な課題が挙げら
れているが、特に、子どもの支援について担任や保護者と「連携・調整」を行うスキルの具体的
プロセスについての知見が欠けている（三田地，2006）。また、学校での多様な困難やニーズに
対し、子どもと教師や保護者を支援する行動コンサルテーション（加藤・大石，2011）において
も、子どもへの支援の有効性が認められる（Reddy,Barboza-Whitehead,Files, and Rubel, 2000）
一方で、連携する保護者や担任との関係調整の知見は不十分（Erchul & Martens, 2002）とさ
れている。 

本研究代表者や共同研究者は、これらの問題を踏まえて教師や保護者との関係を調整するス
キル（関係促進スキル）を開発し、 

それらを含む行動コンサルテーションによる Co 養成のあり方を探る先行的試みを実施してき
た（例えば、Waki, Suto, and Oishi, 2015, 2016）。 

しかし、関係促進スキルを含んだ Co の連携・調整に関する課題に対応した Co 養成プログラ
ムの有効性を系統的には検討していない。 

 

２．研究の目的 

本研究申請では、従来の行動コンサルテーションに関係促進スキルを加えた新しいコンサル
テーションスキルを含む Co 養成プログラムを開発することとした。なお、研究当初は３年間で
実施する計画であった。しかし、コロナウイルス感染拡大の影響で、研究参加者への実践が中断
したため、期間延長を申請し、４年間で研究を実施した。 

 

３．研究の方法 

本研究では、原則として、①研究参加者（長期派遣研修教員）の実態に応じたコンサルテーシ
ョンスキル(問題解決スキルと関係促進スキル)形成のための段階的介入と効果評価(2 年目以降
は維持も評価)、②研究参加者による、獲得したスキルを活かした学校コンサルテーション実践
の実施、③得られた知見や課題に関する様々な領域の専門家との協議と情報発信という３点を、
それぞれの年度ごとに実施した。ただし 2020年度からは、コロナウイルス感染拡大の影響から、
①の介入と効果評価の実施が遅延(一部は中止)となったため、データ数(特に維持データ)の大
幅な低減などの変更が生じた。 
①については、平成 29 年度に４名、平成 30年度に６名（１名の現職 Coを含む）、平成 31 年

度に６名を対象に介入を実施した。具体的な介入手続きは、模擬的なコンサルテーション場面
（参加者が架空事例について担任役の研究協力者と協議する場面）を設定し、前述のコンサルテ
ーションスキルの有無について、ベースラインデータを収集後、文献の購読と要点を整理させる
介入、個々のコンサルテーション演習場面を編集したビデオ映像を一斉にフィードバックする
介入、それぞれのパフォーマンスを個別にフィードバックする介入を順次実施しその都度、効果
を評価した。また、コンサルテーションスキルの背景知識における理解度を測るペーパーテスト
（ABA 基礎知識理解到達度テスト：谷・大尾，2011）も実施した。さらに、平成 30 年度以降は、
前年度の研究参加者に対し、複数の実際の事例を組み合わせたコンサルテーション場面を提示
し、介入の効果が維持されているかを測定した（ただし、コロナウイルス感染拡大の影響でデー
タ数の減少と収集機会の大幅な遅延が生じた）。 
②については、①の介入と同時期に、研究参加者の原籍校において、児童生徒の支援指導につ

いてニーズを有する教職員などを対象にコンサルテーション実践を行った（可能な限り、児童生
徒と教職員の行動変容に関する定量的データを収集した）。研究参加者は、原則として週１回、
あるいは隔週に１回程度の頻度で、行動コンサルテーションを専門とする大学教員のスーパー
ヴァイズを受けた。 
③については、まず、平成 29 年度に全国学会における Co 養成に関する情報収集を行った。次
に、平成 30 年度には、県内の教職員と県外の特別支援教育の専門家を招いた学内でのシンポジ
ウムを２回実施し、得られた知見についての意義や実践への応用可能性を検討した。続く平成 31
年度には、医療や福祉といった他分野の専門家を招いた学内シンポジウムと全国学会でのシン
ポジウムを 1回ずつ実施し、得られた知見について、領域横断的な応用可能性などについて検討
した。令和 1年度は、県内外の教職員や教育委員会関係者、あるいは県外の専門家を招いたオン
ラインシンポジウムを２回ほど実施し、効果の維持も含めた本養成プログラムの地域実装のた
めの条件や今後の課題などを展望した。 
 
４．研究成果 
本研究では、主に、①研究参加者の実態に応じた段階的介入による効果、②獲得したスキルを

活かした研究参加者によるコンサルテーション実践の実行、③研究の成果と課題を踏まえた新
しいコンサルテーションスキルの多職種連携における活用可能性という点において成果と課題



 

 

を見出した。 
①では、研究参加者のほとんどが、すべての介入を終えた直後に２つのスキルをベースライン

より多く獲得したこと(問題解決スキルは平均 1.6 倍、関係構築スキルは平均 1.2 倍)が示され
た。また、同時期に実施したペーパーテストでも、コンサルテーションやニーズを有する児童生
徒への支援に関する知識の上昇を確認した。特に、問題解決スキルについては、介入を積み上げ
るたびにスキルの生起率が上昇し、最終的には設定した下位スキルの 70％前後を獲得した参加
者が全体の 7割以上にのぼった。また複数の参加者から、介入が進むにつれて自身のパフォーマ
ンスに注目し、獲得を目指すスキルを絞る言動が認められた。これらのことから、参加者自身の
コンサルテーション場面の映像を用いたフィードバックや個人のパフォーマンスに応じたフィ
ードバックなどを、参加者の実態に応じて段階的に実施することの有効性が示された 
関係促進スキルについては、生起率の微増が認められるものの、ベースラインから高い生起率

を示す参加者が多く、天井効果により、介入の効果が限定された。本研究の参加者は、すべて Co
としての資質向上を目的とした長期派遣研修に選抜された(特別支援教育に関する知識と特別支
援学校や特別支援学級などでの実践経験を一定の水準以上有していた)者であり、その一部は既
にコンサルテーション場面を予備的に経験していたため、このような結果になったと推測され
た。このことから、研究参加者のこれまでの教員経験やコンサルテーション経験、あるいはこれ
らの経験から得たコンサルテーションに関する既存の捉え方を踏まえた養成プログラムを検討
する必要性が示された。 
また介入効果の維持については、そのほとんどがベースライン水準に戻っており、効果の維持

が認められなかった。維持データを収集した参加者は、そのほとんどが、課題となる行動につい
て他のクラスメイトへの影響とその対応策や、課題となる行動に関する保護者との共有・連携な
どに関する協議に多くの時間を割き、課題となる行動の随伴性や機能のアセスメントに関する
確認について一部欠ける傾向が示された。また少数ではあるが、標的となるスキルを知識として
は理解していても、これまでの経験(例えば、コンサルティとの関係性を優先して、課題となる
状況の詳細を聞き出せなかった経験など)により実践場面での標的スキルの生起が抑制された
(別の行動を選択した)という報告もあった。これらのことから、参加者が学校現場でさらされて
いる実際の随伴性(児童生徒の実態、学級環境、連携する教職員との関係性)を踏まえた養成プロ
グラムを検討する必要性が示唆された。 
②では、研究参加者のほとんどが、学校現場におけるコンサルテーション実践を行い、児童生

徒と教職員の変容を促すことに成功した。これらのことから、本研究の養成プログラムがコンサ
ルテーション実践を行うためのスキル形成として有効な可能性が示唆された。ただし、これらの
実践は、学校現場の事情などからスキル獲得のための介入と同時に進行していることおり、また
スーパーヴァイザー(行動コンサルテーションを専門とする大学教員)によるスーパーヴィジョ
ンを随時受けていた。そのため、本研究の介入の効果による影響は限定的であると推測された。 
③では、全国の学校関係者、コンサルテーション研究を専門とする大学教員、そしてニーズを

有する子どもとその家族への支援における医療と福祉の専門家らと、学内での講演会や全国学
会でのシンポジウムなどを通して研究成果と課題を協議した。その結果、本研究が対象とした２
種類のスキルが我が国独得の学校文化に根差したものである可能性が示された一方で、Co がス
キルを最大限発揮できるような学校現場の体制整備と教員個人の経歴や特性を活かしたより柔
軟な養成プログラム構築の必要性が確認・共有された。また、これらのスキル養成が教育領域の
みならず、医療や福祉領域の専門家との多職種連携においても重要である可能性が示唆された。 
以上より、本研究で設定した Co 養成プログラムは、その有効性を示すとともに、対象者のこ

れまでの経歴や実践現場での随伴性などを考慮したより柔軟で、かつ現場で維持可能なプログ
ラム開発の必要性を示唆した。なお、コロナウイルス感染拡大の影響でデータ収集の期間に大幅
な遅延が生じたことから、研究終了年度までに維持データを含めた研究成果の公表を行えなか
った。そのため、これらは次年度以降に公表する予定である。 
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 ２．発表標題

日本特殊教育学会第57回大会

日本特殊教育学会第57回大会

日本特殊教育学会第56回大会

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

須藤邦彦・松岡勝彦・植田隆博・脇貴典・有川宏幸・米山直樹

北村拓也・須藤邦彦

須藤邦彦・河村訓枝

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

行動コンサルテーションの今日的課題を考える　コンサルティとの関係づくりに注目して

特別支援学校中学部在籍のASD児における心理リハビリテイションの視点を踏まえた自立活動での体つくり運動の実践

ニーズを有する児童が多く在籍する通常の学級における行動コンサルテーション実践　特性に合わせた少人数指導と指導者同士の連携に着
目して

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
長期研修派遣教員による在籍校への行動コンサルテーション実践－通常の学級に在籍する特別な教育ニー
ズのある児童と担任及び支援員への教育的支援－

山口大学研究論叢 141－146

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
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2018年

2017年

2017年

〔図書〕　計0件

〔産業財産権〕

〔その他〕
研究期間を通して、県内外の教職員や教育委員会関係者、あるいは医療や福祉といった他領域の専門家を招いた学内でのシンポジウムを5回ほど実施し、研究成果
の普及と今後の課題を展望する機会を設定した。

日本特殊教育学会第55回大会

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本特殊教育学会第56回大会

日本特殊教育学会第55回大会

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

長期研修派遣教員による在籍校への行動コンサルテーションの効果（１）―通常の学級に在籍する特別な教育的ニーズのある児童及び担任
並びに支援員への教育的支援―

長期研修派遣教員による在籍校への行動コンサルテーションの効果（２）―中学校特別支援学級に在籍するディスレクシアの生徒に対する
英単語の学習指導を通して―

 ４．発表年

 ４．発表年

大石幸二

松岡勝彦・須藤邦彦

須藤邦彦・松岡勝彦

行動コンサルテーションにおけるパフォーマンス・フィードバックの効果-指導・支援実践を報告する際の「媒体」による効果の違いにつ
いての予備調査-



６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計0件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

共同研究相手国 相手方研究機関

(15501)

研
究
分
担
者

大石　幸二

(Oishi Kouji)

(80302363)

立教大学・現代心理学部・教授

(32686)

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

研
究
分
担
者

須藤　邦彦

(Suto Kunihiko)

(70533694)

山口大学・教育学部・准教授


